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T O K Y O

O S A K A

独占禁止法・消費者法関連分野に注力するブティック事務所として

わが国最大規模のチームかつ、唯一の2拠点（東京・大阪）体制で

ご依頼者様にとっての  最良の結果  を目指します

　2018 年10 月1 日、独占禁止法・消費者法およびその関連分野を中心とする法

律事務所として、池田・染谷法律事務所は設立されました。

　当事務所の代表弁護士2 名は、それぞれ公正取引委員会（池田）および消費

者庁（染谷）での勤務経験を有しており、弁護士として、官庁での勤務経験を活

かして独占禁止法・消費者法の最先端の実務をリードしてきました。

　設立以降、官庁経験者や企業法務実務経験者を中心に陣容を充実させ、現在

では独占禁止法・消費者法（プライバシー／データ関連法を含む）分野において

卓越した専門性を持ったわが国有数のチームへと進化を遂げております。

　2022年5月には大阪オフィスを開設し、日本全国からのご依頼にお応えできる体

制を構築し、さらに発展を続けて参ります。

弁護士等A T T O R N E Y S

050-1745-4777
tsuyoshi.ikeda�ikedasomeya.com

池田　毅
T S U Y O S H I  ( Y O S H I )  I K E D AT S U Y O S H I  ( Y O S H I )  I K E D A

代表パートナー

2002
2005 - 07
2008
2008 - 09
2009

京都大学法学部卒業
公正取引委員会審査局勤務
カリフォルニア大学バークレー校ロースクール修了
カークランド＆エリス法律事務所（シカゴ）勤務
ニューヨーク州・カリフォルニア州弁護士登録

染谷  隆明
T A K A A K I  ( T A K A )  S O M E Y AT A K A A K I  ( T A K A )  S O M E Y A

050-1745-4001
takaaki.someya�ikedasomeya.com

代表パートナー

2009
2012 - 14
2014 - 16

専修大学法科大学院法務研究科修了
株式会社カカクコム法務部勤務
消費者庁勤務

松本  恒雄

050-1745-4747
tsuneo.matsumoto�ikedasomeya.com

T S U N E O  M A T S U M O T OT S U N E O  M A T S U M O T O

客員弁護士

1991 
2009 - 11
2013 - 20
2015

一橋大学法学部教授
内閣府消費者委員会委員長
独立行政法人国民生活センター理事長
一橋大学名誉教授

山本  宗治

050-1753-5050
muneharu.yamamoto@ikedasomeya.com

M U N E H A R U  Y A M A M O T OM U N E H A R U  Y A M A M O T O

大阪オフィス代表

2014
2015 - 22 
2022

京都大学法科大学院修了
長島・大野・常松法律事務所勤務
カリフォルニア大学ロサンゼルス校ロースクール修了

小島  吉晴

050-1753-7700
yoshiharu.ojima�ikedasomeya.com

Y O S H I H A R U  O J I M AY O S H I H A R U  O J I M A

客員弁護士

2004 - 05
2007 
2012
2016
2017 - 22

東京地方検察庁特別捜査部副部長
東京地方検察庁特別公判部長
公安調査庁次長
名古屋地方検察庁検事正
公正取引委員会委員

安井　綾

050-1745-6886
aya.yasui�ikedasomeya.com

A Y A  Y A S U IA Y A  Y A S U I

1996
2010
2017 - 19

上智大学法学部卒業
コロンビア大学ロースクール修了
三菱自動車工業株式会社勤務

川﨑  由理

050-1745-6006
yuri.kawasaki�ikedasomeya.com

Y U R I  K A W A S A K IY U R I  K A W A S A K I

法人パートナー

2008
2009 - 11
2011 - 13
2015 - 16

中央大学法科大学院修了
東京地方検察庁検事
福井地方検察庁検事
消費者庁勤務

細川  日色

050-1745-7423
hiiro.hosokawa�ikedasomeya.com

H I I R O  H O S O K A W AH I I R O  H O S O K A W A

2013　　　　
2015 - 22

東京大学法科大学院修了
矢吹法律事務所勤務

土生川  千陽

050-1745-5055
chiharu.habukawa�ikedasomeya.com

C H I H A R U  H A B U K A W AC H I H A R U  H A B U K A W A

2006　　　　
2014 - 18
2018 - 19
2019 - 21

京都大学法科大学院修了　
消費者庁　表示対策課勤務
経済産業省　経済産業政策局　知的財産政策室勤務
公正取引委員会審査局勤務

今村   敏

050-1745-7435
satoshi.imamura�ikedasomeya.com

S A T O S H I  I M A M U R AS A T O S H I  I M A M U R A

2013　
2016 - 17
2017 - 20

大阪大学大学院高等司法研究科修了
大阪大学知的財産センター　特任研究員（2017 特任助教）
総務省　総合通信基盤局　電気通信事業部　消費者行政第二課勤務

福島  紘子

050-1745-7435
hiroko.fukushima�ikedasomeya.com

H I R O K O  F U K U S H I M AH I R O K O  F U K U S H I M A

2002 - 03
2005 - 07 
2008 - 09
2009 - 12
2016

共同通信社編集局勤務
外務省　経済協力局（当時）・在モロッコ日本国大使館勤務
株式会社共同PR勤務 
外務省　総合外交政策局勤務
東京大学大学院法学政治学研究科修了

越田  雄樹

050-1745-4977
yuki.koshita�ikedasomeya.com

Y U K I  K O S H I T AY U K I  K O S H I T A

2018
2019 - 20

東京大学法学政治学研究科 未修者コース修了
東京国際法律事務所勤務

林  紳一郎

050-1753-5775
shinichiro.hayashi@ikedasomeya.com

S H I N - I C H I R O  H A Y A S H IS H I N - I C H I R O  H A Y A S H I

2016
2017 - 21 

中央大学法科大学院修了
公正取引委員会事務総局勤務（調整課、審査局、経済調査室を歴任）

李  明媛

050-1753-5555
myongwon.lee@ikedasomeya.com

M Y O N G W O N  L E EM Y O N G W O N  L E E

2016
2020

慶應義塾大学法学部法律学科卒業
慶應義塾大学大学院法務研究科修了

伊藤  沙条羅

050-1745-2323
saera.ito@ikedasomeya.com

S AE R A  I T OS AE R A  I T O

2013
2015 - 21
 
2018 - 20

一橋大学法科大学院修了
公正取引委員会事務総局勤務
（調整課、審査局、経済取引局 総務課企画室、経済調査室を歴任)
経済産業省 通商政策局 通商機構部 国際経済紛争対策室勤務

田中  麻久也

050-1745-7511
makuya.tanaka@ikedasomeya.com

M A K U Y A  T A N A K AM A K U Y A  T A N A K A

2019
2020 - 23

早稲田大学法務研究科修了
東京八丁堀法律事務所勤務

※当事務所に2022年5月まで在籍しておりました、田中 孝樹は、現在、内閣官房 デジタル市場競争本部事務局で勤務しております（2024年6月復帰予定）。  / ※当事務所に2022年7月まで在籍しておりました、宮内 優彰は、現在、消費者庁 取引対策課で勤務しております（2024年8月復帰予定）。



池田・染谷法律事務所O F F I C E  I N F O R M A T I O N

〒100-0006
東京都千代田区有楽町２－７－１ 有楽町イトシア１6階

独占禁止法／競争法は解釈のグレーゾーンの幅
が大きく、競争当局の視点と十分な実務経験が
なければ効果的なアドバイスを行うことは困難
です。当事務所では、立入検査・当局調査対応
などの伝統的な業務から最先端の問題まで、独
占禁止法／競争法（下請法を含む）・不正競争
防止法にまつわるあらゆる問題に国内外におけ
る豊富な経験を有しており、わが国の当該分野
の実務をリードしています。

・公取委による立入検査・調査対応
・独占禁止法／競争法上のアドバイス
・他社の独禁法違反に対する対応
・不正競争防止法／営業秘密
・企業結合審査対応／業務提携
・外国競争法に関する諸問題への対応
・下請法
・知的財産権と独占禁止法
・独占禁止法コンプライアンス

独占禁止法／競争法関連業務

・景品表示法／その他表示規制
・特定商取引法
・内部通報制度
・利用規約／約款
・薬機法関連
・消費者安全関係／PL（製造物責任）
・消費者決済関連／ FinTech
・消費者契約法
・消費者争訟／消費者団体対応

当事務所では、消費者を対象とするビジネスに
おいて問題となる法令を広くとらえて「消費者
法」と定義しています。行政機関の法運用の実
態を理解していないと、景品表示法や特定商取
引法をはじめとする消費者法において実務的な
判断を行うことはできません。当事務所では、
これまで景品表示法の措置命令・課徴金納付命
令案件を含む多数の消費者法案件を経験してい
ます。

消費者法関連業務

・個人情報保護法
・電気通信事業法
・海外法制（GDPR等）対応
・電子商取引法
・プライバシー保護
・データプロテクション
・情報漏洩対応
・サイバーセキュリティ

情報法は、競争法・消費者法とも密接な法分野
であり、その存在意義は増しています。特にプ
ライバシーの問題はイノーベーション（技術革
新）と比例してその範囲が拡大し、個人情報保
護法はもちろん、それ以外の規制への目配りも
不可欠であり、関連する法改正も活発です。当
事務所では、行政機関・政府検討会などの経験
を有する弁護士が最先端の動向を踏まえた実務
的アドバイスを提供しています。

プライバシー / 情報法

・一般企業法務
  （ジェネラル・コーポレート）
・国際業務
・SDGs／ビジネスと人権
・贈収賄規制（政治資金規正法を含む）
・消費税インボイス制度対応
・通商法／国際経済法／経済制裁
・得意とするインダストリーの例：
  ヘルスケア、ゲーム
  金融、電気通信、食品など

独占禁止法・消費者法は様々な隣接分野と合わ
せて問題になることも多く、当事務所の弁護士
は多数の案件を解決に導く中で、数多くの関連
法分野についても豊富な知識・経験を有してお
ります。また、各種業法や規制法を含む、各業
界特有の法律問題についても精通し、右記を含
む多数の業界団体等でセミナー講師を務めるな
どしております。

その他関連分野・インダストリー

〒530-0001｠
大阪市北区梅田1-8-17 大阪第一生命ビルディング15階

P R A C T I C E S 取り扱い分野

　私たちは、専門知識に基づく適法・違法の回答だけでは、ご依頼者様の問題解決に十分でない場合があることを理解しています。そのため、真
の問題解決に向けた現実的な解決策を提案し、それを実現するためのサポートを行う「ソリューション・オリエンテッド」を当事務所の理念の一
つとしています。当事務所では、一般的な法律相談や案件対応に加え、各種パッケージサービスをご用意するとともに、社内セミナー・研修や社
外役員等についても積極的にお引き受けしています。案件内容によって、タイムチャージ制や顧問料制のほか、柔軟な料金設定も可能です。お気
軽にお問い合わせください。

サービスS E R V I C E S

T O K Y O O S A K A

有楽町イトシア16階

東京国際
フォーラム

東京
交通会館

皇居外苑
東京駅

有楽
町駅

東京駅南口 八重洲口

鍛冶橋

銀座西
二丁目

馬場先門

鍛冶橋通り

東京高速道路

外
堀
通
り

晴海通り

日
比
谷
通
り

銀座駅
C-9番出口

パッケージサービス

・ 法改正対応（独禁法／特商法など）
・ 表示等管理体制（IPO対応含む）
・ 企業結合ステークホルダー
・ 独禁法被害申告

・ 外部送信規律（クッキー規制）利用者情報保護／管理対応
・ 特商法アップセル／通販規制対応
・ ステルスマーケティング規制対応
・ 消費税インボイス制度（＋価格転嫁／フリーランス新法）対応

その他のサービス

TEL . 050-1745-4000　　　 FAX. 03-6261-7700 E-MAIL . info@ikedasomeya .com

中央南口

大阪駅前西

阪急うめだ
百貨店

阪神梅田
百貨店

グラン
フロント
大阪

ヨドバシ
カメラ

ヒルトン大阪

扇町通り

国道２号

御
堂
筋

JR 大阪駅

阪急
大阪梅田駅

大阪第一生命ビル15階

JR 北新地駅

大阪第一ホテル
（大阪マルビル）

弁護士法人池田・染谷法律事務所の従事務所

独禁・競争法分野

総合2位
代表パートナーの池田 毅 弁護士が、

日本経済新聞の企業法務税務・弁護士調査における2022年「今年活躍した弁護士ランキング」
独禁・競争法分野で総合第２位（企業が選ぶランキング第３位）に選出されました。

・ 社内研修
・ ルールメイキング（ロビイング）支援

・ セカンドオピニオン
・ 社外役員／社内調査委員会委員


